
Ⅰ．はじめに

　１９９２年の国際環境開発会議（UNCED）において提唱された
「持続可能な森林経営」を推進し，森林の有する多面的な機能の
発揮を図るため，わが国は国際的な取組みであるモントリオール
プロセスに参加するとともに，基準・指標に対応すべく１９９９年よ
り森林資源モニタリング調査（以下，モニタリング調査と記す）
を実施している。また，モニタリング調査結果は京都議定書に基
づく森林吸収量算定数値の検証にも活用され始めている。さらに，
モニタリング事業概要では地域森林計画へのデータ利用も謳われ
ており，都道府県（以下，県と記す）の施策へのデータ利用が期
待されている。しかし，モニタリング調査データや集計結果は公
表されておらず，未だ地域森林計画の施策へは反映されていない。
また，民有林における調査は，各県が実施することとなっており，
その費用は国庫と県との折半であるため，県自体での予算獲得が
困難となるケースが多く，調査を廃止する県も出てきている。
　実際にモニタリング調査データを地域森林計画へ利用する際に
は，利用目的に応じたサンプル数が必要となってくるが，モニタ
リング調査は４ kmメッシュの交点（全国約１５，７００地点）におい
て調査が行われており，県単位での調査点は１〜４００地点程度で
ある。また，九州管内の調査点１，５６１地点において，０．１ haの調
査点が１つの林分であるプロットは約６割しかなく，残りの４割
は他の林分あるいは非森林域が調査点に含まれている。サンプリ
ング調査（標本調査）の調査点を標準地として利用する際，調査
面積が問題となってくる。標準地の調査面積は林相・要求精度・
経費等に影響を受けるが，一般的には対象林分の樹高以上の辺長
をもつ方形調査区が用いられる（5）。既存の研究では，それぞ
れ目的とする森林情報は異なるが，０．１ ha前後の調査面積が望ま

しいとされている（1， 2， 3， 4， 8， 10， 11）。そこで本研究は，
標本調査区を標準地調査区として利用する際に，調査面積に応じ
た調査データの信頼性を明らかにし，地域森林計画へのデータ利
用可能性を確認することを目的としている。

Ⅱ．方　法

　沖縄を除く九州管内において，１９９９年から２００３年に行われた第
１期モニタリング調査データから，スギ・ヒノキ人工林である
９９９林分のデータを用いた。まず，０．１ ha純林である４７０林分の林
分密度と断面積平均直径の関係を対数式により求めた。この時，
３０００本植栽を仮定し最多密度は３０２５本として，得られた関係式よ
り直径５ cm毎に密度を推定した。次に１００×１００ mからなる１ 
haの仮想林分において，３０２５本（５５×５５）の植栽間隔を仮定し，
正規乱数を用い密度に応じてランダムに立木を配置した（図－
１）。また，手植えのばらつきを考慮し，配置された各立木の位
置に半径１０ cm以内のばらつきをランダムに与えた。調査点にお
いては，調査区が林外に出ないように，中心をランダムにとる円
形プロットとし，調査面積は５０，１００，２００，３００，４００，５００， 
６００，７００，８００，９００，１，０００ m２（０．１ ha）の１１通りとした。そし
て，推定したそれぞれの密度における調査面積毎に，仮想林分を
作成し，調査点を与えるシミュレーションを１，０００回行った。調
査区内に含まれる本数から密度を推定し，実際に設定した密度と
の差を誤差とし，この平均誤差率を各調査面積における信頼性と
した。ここで誤差率とは，誤差の絶対値を設定密度で除し，百分
率にしたものである。さらに，シミュレーションにおいて，最少
密度で１，０００m２を調査した際の平均誤差率を閾値とし，モニタリ
ングデータにおける各林分密度で，閾値以上の誤差率をとる調査
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面積であった林分は棄却し，採用された林分については林分材積
を用いて集計した上で，他の２つの集計方法と比較した。

Ⅲ．結果と考察

　対数式を用いた林分密度と断面積平均直径の関係を図－２に示
す。また，シミュレーションから得られた本数に基づく平均誤差
率を表－１に示す。３０２５本植栽を仮定しているため，密度が３０２５
本/haの平均誤差率は調査面積に関わらず低い値となったが，全
体としては密度が高く，調査面積が大きくなるほど誤差率が減少
する結果となった。密度が最も低い２４３本/haの林分において，
１，０００ m２調査した際の誤差率から，本研究では１５%を閾値とした。
モニタリングデータにおいて，平均誤差率１５%を超える林分は棄
却し，採用された林分材積を集計した結果を表－２に示す。表－
２にある全国集計とは，全くデータを棄却せず全てのデータを集
計した値を示し，面積方式とは，筆者らがこれまで九州管内の地
域レベルでのデータ集計を行う際に用いてきた方法で（6， 7， 9），
１つの林分が７５％（７５０ m２）以上の面積を有するもののみを集計
した値である。平均材積を比較すると，全国集計＞面積方式＞密
度方式の順に小さくなった。これは小面積を測定することにより
過大評価してしまう林分が除外されたためと考えられる（図－
３）。次に林分数を比較すると，面積方式では約６割，密度方式
では約９割の林分が採用される結果となった。標準偏差において
は面積方式が最も小さい値となったが，データのばらつきと共に

森林のばらつきも考慮する必要があるため，標準偏差による評価
は困難である。そこで，本研究では標準誤差を用い，標本平均の
ばらつきから評価した。標準誤差では密度方式が最も小さく，異
常なデータが棄却されたことを表していると考えられる。以上の
結果から，全国集計方式で集計・利用すると利用可能林分数は最
も多いが，ばらつきも大きいため，県単位で利用するようなデー
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図－１．密度に応じて作成した仮想林分の例

図－２．林分密度（N）と断面積平均直径（D）との関係
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タが少ない場合，外れ値に大きく引っ張られる可能性が示唆され
る。これまで筆者らが行ってきた面積方式は，九州管内のように
地域レベルでデータを利用する際，簡便にデータの精査が可能で
あり実用的であるが，利用可能林分数が大幅に減ってしまう。こ
れに対し，今回行った密度方式は利用可能林分数も多く，ばらつ
きも小さいため，県レベルでのデータ利用の際は有効ではないか
と考えられる。
　本研究においては，誤差率の閾値を１５%に設定した。今後は，
その妥当性について検討していく必要がある。また，天然生林分
においてもデータの精査が必要であるが，直径分布，個体分布様
式を考慮したシミュレーションを行う必要がある。

Ⅳ．おわりに

　本研究では，森林資源モニタリング調査データを地域森林計画
へ利用する際のデータの精査方法を検討した。２００９年度現在，第
３期調査が開始されている。多くの人員・資金を要し集められた
１０年分の詳細な森林情報は国策以外に利用されておらず，このま
までは埋没の危機にある。今後，地域森林計画への利活用法につ
いても研究・議論が進むことで，森林資源モニタリング調査結果
が，国のみならず都道府県共に有益な情報になるであろう。
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表－２．集計方法での材積集計値の比較

SESD林分数平均材積
（m３/ha）集計方法＼集計値

８．５２６８．３９９９３５８全国集計方式
７．４１８５．０６３１３３４面積方式
６．４１８８．７８７３３２６密度方式

Note： 全国集計方式；全ての林分，面積方式；面積が７５０ m２以上を有する
林分，密度方式；密度毎に誤差率１５%以下である林分，SD；標準偏差，
SE；標準誤差

表－１．林分密度と調査面積による立木本数の平均誤差率の違い（単位：％）

２４３２８４３３６４０６５０３６６４８６４１２３５１９６１２８０５３０２５密度
（N/ha）調査面積

（m２） ＞５０４５－５０４０－４５３５－４０３０－３５２５－３０２０－２５１５－２０１０－１５５－１０≦５平均直径
（cm）

７２．８６７．７６０．３５３．３５１．５４３．２３７．９３２．５２４．６２１．３４．８　５０
５１．７４５．６４３．３３８．２３３．８３１．８２８．２２３．４１７．８１５．１３．０１００
３６．２３４．４３０．１２７．４２４．０２１．２１９．１１５．５１２．６１０．６２．４２００
２８．９２６．３２６．０２２．０２０．２１７．９１５．９１３．３１０．４８．７１．７３００
２４．８２１．８２１．５１９．１１６．９１５．１１２．９１１．５８．８７．１１．１４００
２２．５１９．６１９．３１７．５１５．４１３．５１１．４１０．０７．７６．４１．１５００
２０．７１８．４１６．５１５．５１３．９１２．２１１．０８．９７．１５．７０．６６００
１７．９１６．８１５．０１５．０１２．７１１．５９．８８．２６．４５．３０．６７００
１７．８１６．７１４．６１３．４１２．０１０．３９．５７．６６．１５．００．７８００
１６．６１５．３１３．６１２．３１２．２９．７８．５７．１５．８４．５０．７９００
１５．７１４．４１２．６１１．６１０．５９．０８．３６．７５．２４．５０．７１０００

図－３．モニタリング調査における調査面積と林分材積との関係
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